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カルテル、情報閲覧…大手電力で発覚 
情報系などで税申告漏れや水増し請求、談合 

日本のコロナ禍も丸３年、猛威をふるった

昨夏の第７波から年越しして感染の減少傾

向をたどり、１月の感染死者は初めて８千人

超えを記録したものの政府は５月８日から

感染症法上の類型を季節性インフルエンザ

などと同じ「５類」に引き下げることを決定

した。３月からマスク着用が屋内外を問わず 

「個人の判断」に委ねられ、外国クルーズ船

の寄港も始まった。 

 前倒しで１月 23日開会した通常国会では、

過去最高 114 兆円の 23 年度一般会計予算を

成立させた。 

 

◇電力小売りの自由化に逆行して  

  

  年度末に至って、不祥事が国の基幹産業で

ある大手電力各社で相次いで露見した。 

 昨年末に明らかになった関西電力に続い

て年明け早々、東北から九州までの大手電力

５社の小売り部門が、競争相手である新電力

の顧客情報を不正に閲覧していたことが相

次いで明らかになった。“のぞき見”した情

報を営業活動にも使われた例もあり、電気事

業法で禁じられている顧客情報の漏えいが

ないがしろにされた。 

関西電力では昨春以降、委託先を含め社員

約１千人で４万件の閲覧が日常的に行われ

ていたという。同社は４年前の 2019 年、会

長、社長以下の幹部ら 20 人が関電高浜原発

の立地する福井県高浜町の元助役を介し、工

事関係企業からの還流原発マネー計３億２

千万円もの金品を７年間にわたり個人的に

受け取る不祥事が発覚している。 

７年前の電力小売り全面自由化で、消費者

のためにもたらされた、より安価な電力料金

を選択できる制度とされたが、そのメリット

享受に反する大手電力の企業体質があらた

めて問われる。 

 

 

◇対話型ＡＩの進化に不祥事は？ 

 

急激なＩＣＴ（情報通信技術）の進展で、 

目下の注目はＡＩ（人工知能）分野。車など

の自動運転は実用化が常識となり、特にアメ

リカの４大ＩＴ企業ＧＡＦＡ（グーグル・ア

ップル・フェイスブック＝現メタ・アマゾン）

は、次世代の通信やＡＩ技術を競い合ってい

る。 

 現下、世界では米新興企業オープンＡＩ社

の対話型ＡＩ「チャットＧＰＴ」が急速な普

及を見せ、対抗してグーグルが「バード」を

展開した。わが国でも「論文や国会答弁の原

稿まで作ってもらえる」と、さながら人間の

思考停止を恐れかけない発言も出ている。 

米自動車会社テスラＣＥＯで、昨年、ツイ

ッター社を買収(後に手放す)、米議会襲撃を

扇動したとされ永久凍結状態だったトラン

プ前大統領のツイッターアカウントを復活

させた起業家イーロン・マスク氏（51）らが

３月、千人以上のテクノロジー関係者と「人

間と競合する知能を持つＡＩは、社会や人類

に深刻なリスクとなり、ＡＩ開発者は自分た

ちでさえ理解できないデジタル知性を開発

する統制不能な競争に陥っている」と批判、

少なくとも半年間、開発の停止を求める公開

書簡に署名して警鐘を鳴らしている。 

わが国でも、そもそも人の手や判断に代わ

るオートメーションが生活の至る所で普及

しており、ＩＣＴ企業でＡＩの研究・提案・

活用が進んではいる。過去の膨大なデータを

ＡＩが自動で学び、人間のリクエストに差別

や人権、生命・生活を脅かさないような判断、

結論を出せるのか。今期３カ月間の不祥事リ

ストに上がった情報系企業の、ＡＩ倫理影響

評価に照らして、なんと前時代的な不祥事な

ことか。 
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大手電力６社 

関西・東北・九

州・四国・中部 

・中国電力 

1 月 13～ 

30 日  

 

 

前年末の 12月 27日、関西電力の送配電子会社が親会社の関電にライバ

ル関係にある新電力の顧客情報について社員が閲覧できる状態にしてい

たことが発覚。経済産業省が両社に対し電気事業法に基づく報告を求め

る「報告徴収」を行ったのに端を発し、年明け 30日までに東北電力など

大手電力５社にも同様の子会社を通じた顧客情報不正閲覧が分かった。 

東京電力 1 月 19 日 運転開始 30 年を迎える前に原子力規制委員会の審査を受けている柏崎

刈羽原発３号機（新潟県）の審査書類に、149 カ所の誤りがあったこと

が明らかになった。このうち 131カ所は、すでに審査を終えた２号機の

記載内容を流用していた。東電は同日の審査会合で「反省すべきだと思

っている」と陳謝。規制委側は「書類の信頼性に関わる話で、重い問題

と受け止めてほしい」と述べ、再発防止を求めた。 

ソフトバンク 

グループ(SBG) 

１月 24 日 2021 年３月期までの２年間で、約 370 億円の申告漏れを東京国税局の

税務調査を受け指摘されたことが分かった。傘下となる 2020 年のスプ

リントとＴモバイルＵＳとの合併に関し、資産査定や弁護士費用などを

雑損失と計上。雑損失は税務上費用として扱われるが、合併後の新会社

の株式取得価格として資産に計上するべきだと指摘されたとみられる。 

東京五輪大会組

織委員会 

電通（港区） 

他制作会社２社 

 

＊2022/11/21 に 

 捜査着手既報 

2 月 8 日 東京地検特捜部が五輪・パラリンピックの運営業務で談合したとして、

大会運営局の元次長(55)と電通の元スポーツ局長補(55)ら４人、業務を

受注した２社の専務２人を独占禁止法違反（不当な取引制限）の疑いで

逮捕。2018年に各競技のテスト大会から 21年７～９月開催の本大会に

到る業務を対象に、面談やメールを通じ７社で受注を調整、希望する業

者だけが入札することなどで合意、テスト大会が計５億４千万円、入札

のない随意契約となった本大会は約 400億円で競争を制限した疑い。 

NPO 法人「難病

患者支援の会」 

（横浜市） 

2 月 9 日 海外での肝臓移植を許可なくあっせんしたとして、警視庁は理事（62）

を臓器移植法違反（無許可あっせん）の疑いで逮捕した。理事は調べに

対し「海外で行われる移植は許可がいらないと思っていた」と供述して

いるという。この法人を両罰規定に基づき同じ容疑で書類送検した。海

外での臓器移植に絡む同法違反容疑での摘発は全国初という。 

人材サービス大

手「パソナ」 

（東京） 

エテル（大阪市） 

2 月 10 日 自治体から請け負っていた、新型コロナウイルスのワクチン接種予約の

電話受け付け業務で、大阪など 3 市に委託料計約 10 億 8 千万円を過大

請求していたと発表。業務を再委託したエテル社がパソナに対しオペレ

ーター数を水増ししたうえ、入電・応答数も虚偽の報告をしていたため

という。パソナは 3市に返金し、エテルに損害賠償を求める方針。 

「二日市温泉 

大丸別荘」 

（福岡県） 

2月24日 1865（慶応 1）年創業の、昭和天皇も宿泊した老舗旅館で、殺菌のため

の塩素注入に「臭いが嫌だった」として、週１回以上必要な浴場の湯の

取り換えを年２回しか行わず、温かな環境で水しぶきなどを吸い込むこ

とにより肺炎を引き起こすレジオネラ属菌が調査で基準値の最大 3700

倍検出されていたことが明らかになった。湯の交換頻度を虚偽申告して

いた疑いがあり、県は公衆浴場法に基づく罰則適用も視野に調べている。 

楽天モバイル 

（世田谷区） 

日本ロジステッ

ク（千代田区） 

TRAIL（港区） 

3 月 4 日 元部長(46)らが同社に水増し請求などにより、2021 年 12 月までの 2 年間

あまりで約 300 億円を不正に請求、支払わせていたとされる詐欺事件。

このうち架空の保管料や輸送費など、実態のない業務を水増しした同社

の実質的な損害が 100 億円近くに上ることが分かった。水増し請求は、

楽天モバイルが進めていた携帯電話基地局整備事業の物流業務を委託さ

れた「日本ロジステック」が楽天モバイルに対して行っていたとされ、 

同社が再委託した物流会社 TRAIL の社長(49)に実態のない請求書を提示

していた。請求元は元部長の妻が代表の法人で不正請求を還流させた。 

企業不祥事などのコンプライアンス動向（2023 年 1 月～３月） ＡＣＢＥＥ編集部まとめ 
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アステム（大分） 

翔薬・九州東邦

（福岡）富田薬

品（熊本）アル

フレッサ（東京） 

3月24日 独立行政法人「国立病院機構」が発注する医薬品の入札で談合したとし

て、公正取引委員会は医薬品卸５社に対し、独占禁止法違反（不当な取

引制限）で総額約６億２千万円の課徴金納付命令と、再発防止を求める

排除措置命令を出した。公取委によると、各社は遅くとも 2016年６月～

19 年 11 月、同機構の病院と労働者健康安全機構の労災病院の計 31 病院

で使う医薬品の一般競争入札で、各社幹部らが会合を開くなどして事前

に受注価格や受注業者を決めていた。発注規模は年約 200億円だった。 

国交省 3月30日 同省の元事務次官で東京地下鉄（東京メトロ）の現会長(69)が昨年 12月、

羽田など各地の空港でビルの運営などを手がける民間企業「空港施設」

（東京都）の首脳に対し、国交省 OBの副社長を社長にするよう求めてい

たことが分かった。空港施設社を訪ねて自身の立場を「有力な OBの名代」

と説明し、社長に就任させれば「国交省としてあらゆる形でサポートす

る」などと語っていた。 

大手電力３社 

中国・中部＋販

売子会社ミライ

ズ・九州電力 

3月30日 事業者向けの電力供給をめぐり、大手電力会社が互いに顧客獲得を制限

するカルテルを結んだとして、公正取引委員会は電力３社に対し、独占

禁止法違反（不当な取引制限）で総額約 1010億円の課徴金納付命令を出

した。公取委の課徴金納付命令としては過去最高額となった。中国電力

は社長と会長が責任をとって辞任すると発表。 

ドコモ 3月31日 インターネット接続サービス「ぷらら」と映像配信サービス「ひかりＴ

Ｖ」の利用者の個人情報が、最大約 529 万件流出した可能性があると発

表した。名前や住所、電話番号、メールアドレス、生年月日などが含ま

れる。現在の利用者のほか、解約済みの利用者の分もあるとしたが、ク

レジットカードや金融機関の口座など決済関連の情報は含まれていない

という。両サービスの販売関連業務を委託する会社のパソコンが前日の

午後、外部サイトと不審な通信をしており、流出元とみられる。 
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